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研究成果の概要（和文）： 　①当事者適格というわが国独自の概念の形成過程の考察を踏まえ、ドイツの訴訟
追行権概念だけで十分であるとする少数有力説を批判的に考察し、訴訟追行権概念と当事者適格概念の併用の意
義を明らかにした。②法人でない社団の当事者適格をめぐる固有適格構成と訴訟担当構成のうち前者の多義的な
形成過程を考察して一義的明確な概念構成の試論を述べ、かつ、法人でない社団を当事者とする訴訟の既判力の
その構成員に及ぶことの可否と条文上の根拠につき私見を明らかにした。　③人事訴訟・会社訴訟における再審
原告適格に関して原訴訟の当事者適格を有する者しか再審原告適格を有しないとする判例の考え方を批判的に考
察したものである。

研究成果の概要（英文）：　①I made clear that the concept of standing in Japan is necessary with a 
concept of process-leading-right in Germany,after critical Consideration for opposite opinion. ② I 
made clear that proper-standing-construction on standing of unincorporated association was not clear
 with the reason of different meaning, after consideration of history ob opinion in detail,and 
proposed clear construction.And I made clear that members of unincorporated association hat res 
judicata because they are real party in interest.And,③I made clear that standing in new trial 
should be different from standing in original-process under status-suit and company-suit,after 
critical consideration for case. 

研究分野：民事訴訟法学

キーワード： 当事者適格　訴訟追行権　実体（事件）適格　法人でない社団　固有適格構成　再審原告適格　検察官
を被告とする死後認知訴訟　会社組織関係訴訟

  ３版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 
（１） 当事者適格論については、当 
事者能力を有する法人でない社団の
当事者適格や人事訴訟・会社訴訟にお
ける被告適格や再審原告適格など近
時注目すべき立法や最高裁判例が多
く出現し、それを踏まえた学説上の理
論的進展も著しい。だが、当事者総論
（当事者概念や当事者権や二当事者
対立構造など）との関係や実体的思惟
の意義と限界など理論的基礎にまで
十分掘り下げた研究があまりなく、せ
いぜい予備的・前提的考察にとどまっ
ている。また、当事者適格概念や固有
適格概念など基本的な概念について
の掘り下げた検討が不十分である。そ
うしたなかで、「当事者適格の理論的
基礎の研究」は検討を要する課題とし
て開拓する余地が残されているとい
う問題意識を有していた。 
 
（２） そこで、「当事者各論との有機 
的連関における当事者総論の研究」と
いう筆者の年来の全体構想に基づく
研究の一環として、「当事者適格論の
理論的基礎」というテーマで当事者適
格論について取り上げ、立法・判例・
学説の動向をにらみながら基礎理論
的な視点から根本に立ち返っての掘
り下げた考察をする必要があると考
えた。 
 
２．研究の目的 
（１）上記の研究開始当初の背景を 
踏まえて、本研究は当事者適格論を 
当事者各論における考察の対象とし
て取り上げ、「当事者適格論の理論的
基礎」というテーマを設定して、「実
体的思惟の意義と限界」という視点か
ら取り上げるとともに、それを「当事
者総論（当事者概念・当事者権など）」
との有機的連関にまで掘り下げて考
察することを目的とした。 
 
（２）具体的にはまず、わが国におい 
て独自に形成された当事者適格概念 
は、実体適格との混同をもたらすため 
不要であり、ドイツのように訴訟追行 
権の概念だけがあれば足りると解す 
る有力な見解（松本博之説）が提唱さ
れるなか、その見解の批判的な考察に
向けて、ドイツで専ら用いられている
訴訟追行権概念に加えてわが国にお
いて独自に用いられている当事者適
格概念を併用する意義を当事者概念
との関係を学説史的に明らかにする
ことを研究の目的とする論文を書い
た。 
 
（３）次に、当事者能力を有する法人

でない社団の当事者適格に関する固
有適格構成と訴訟担当構成のうち、固
有適格構成に焦点をあてて、総有構成
を否定する固有適格構成と総有構成
を前提とする固有適格構成の２つが
ありうるなかで、固有適格概念および
固有適格構成の学説史形成を踏まえ
て固有適格構成の多義性を踏まえて
広義と狭義に分けた再構成を試みる
ことを目的とするとともに、法人でな
い社団が受ける判決の既判力がその
社団の構成員に及ぶかおよびその条
文上の根拠をめぐる論点につき、筆者
の当事者論とりわけ判決の主観的範
囲論の基本的な枠組みをここで適用
して民訴法 115条 1項 1号にいう「当
事者」概念の再構成を通して 1号適用
説の私見を敷衍することを目的とす
る論文を書いた。 
 
（４） さらに、検察官を被告とする 
死後認知訴訟（人事訴訟）および会社
（組織関係）訴訟を考察の対象として、
その法定された被告適格と再審原告
適格の関係について、「実体的思惟の
意義と限界」という視点から考察し、
法定された被告適格（検察官および会
社）は実体的思惟の限界において訴訟
政策上の見地から原告の訴え提起上
の便宜を念頭において法定されたも
のである以上、再審原告適格の判定基
準とは別異に解すべきであることを
明らかにすることを研究の目的とし
たものである。 
 
３．研究の方法 
（１）主として学説史的な研究手法を 
用いて、ドイツの民事訴訟法学説を継 
受したわが国の民事訴訟法学におい 
て「当事者適格」概念や「固有適格」 
概念といったわが国特有の基礎的な 
概念がドイツ学説の圧倒的な影響を 
脱しつつわが国の学説においてどの 
ようにして形成されていったか、その 
際に当事者概念など当事者総論との 
関係まで掘り下げて学説史的考察の 
方法により研究する方法論を用いた。 
 
（２）また、事前手続保障としての当
事者適格と事後的手続保障としての
再審当事者適格とは、人事訴訟（死後
認知訴訟）と会社（組織関係）訴訟に
おいて手続段階の相違を反映させる
形でその判断基準に違いを生じさせ
る形で論じることはできないかとい
う問題意識から、人事訴訟（死後認知）
訴訟および会社（組織関係）訴訟にお
ける被告適格の法定の趣旨および旧
法下以降の判例・学説の動向と再審原
告適格に関する最高裁判例の分析と



学説の検討を照らし合わせる研究方
法ないし考察の手法を用いた。 
 
４．研究成果 
（１）研究成果は、すべて九州大学で 
行われた民事手続研究会〔九州〕での 
研究報告に則り、上記テーマの論説 
（論文）を３つ書き上げた。具体的に 
は以下の通りである。 
 
（２）最初に、「当事者適格概念の理
論的基礎と同概念不要説の批判的検
討」という論文を書いた。これは、最
近にお いて当 事者適 格概念 に
Sachlegitimation（実体適格とか事件
適格とか訳される）との混同を招きや
すいので、当事者適格概念と訴訟追行
権を併用するわが国の通説に代わっ
てドイツのように訴訟追行権概念の
みを律しようと解する見解（松本博之
説）が最近有力に主張されている（実
際に、ドイツの学説に倣い、当事者適
格概念を用いず、訴訟追行権概念のみ
を用いる見解は古くは支配的であっ
たし、その後も一貫して有力であっ
た）。この見解について批判的な考察
を試み、当事者適格概念がわが国独自
の概念として成立していく過程を学
説史的に跡付け、当事者適格概念が
Sachlegitimation との混同を招いた
のは、ドイツにおけるヘルヴィヒなど
の有力学説の影響に基づくものであ
って、わが国において独自の形成され
た当事者適格概念に特有の問題では
ないことを学説史的に明らかにした。
そのうえで、訴訟追行権の概念は当事
者側のからみた、管理処分権などと親
和的な権利概念であるのに対し、当事
者適格の概念は裁判所の側からみた、
紛争解決や訴訟政策的な適格判定基
準と親和的な概念である点で、両概念
ともに有用な概念であることを明ら
かにしたものである。 
 
（３） 次に、「法人でない社団の当事 
者適格における固有適格構成におけ
る理論的基礎」という論文において、
法人でない社団の当事者適格をめぐ
っては、固有適格構成と訴訟担当構成
のうちいずれが妥当であるか、また最
高裁判例（最判平成 6・5・31民集 48
巻４号 1065頁、最判平成 26・2・27
民集 68巻 2号 192頁）が上記両構成
のうちのいずれの立場であるかとい
う点でかなり激しい見解の対立があ
った。そうしたなかで、両構成の一方
たる固有適格構成に焦点をあてて、そ
の多義性を固有適格概念および固有
適格構成のわが国における学説史的
変遷を丁寧に跡付けるなかで明らか

にした。そして、広義の固有適格概念
と狭義の固有適格概念という 2 種類
の概念を使い分ける試論を展開する
とともに、「固有適格構成か、さもな
くば、訴訟担当構成か」という 2項対
立図式による一般的な捉え方が妥当
でないことを明らかにした。そのうえ
で、広義の固有適格構成のうち、法人
でない社団の受ける既判力が当該社
団の構成員に及ぶか、仮に及ぶとして
その条文上の根拠は何かという大き
な問題について、筆者の構築した当事
者論（特に既判力の主観的範囲論）の
理論枠組みに従い、民訴法 115 条 1
項 1号にいう「当事者」の中に形式的
当事者概念にいう形式的当事者だけ
でなく実質的当事者概念にいう実質
的当事者として法人でない社団の構
成員を捉えて含めることにより、1号
説適用によって既判力を構成員に及
ぼす見解が妥当であるという私見の
立場からこの問題を論じた。 
 
（４） 最後に、「人事訴訟・会社訴訟 
における再審当事者適格――当事者
適格との関係とその理論的基礎」とい
う論文において、最近出た会社（組織
関係）訴訟の再審当事者適格に関する
最判平成 25・11・21 民集 67 巻 8 号
1686 頁、最判平成 26・7・10 判時 2237
号 42 頁の最高裁判例、旧人事訴訟手
続法下の検察官を被告とする死後認
知訴訟に関する最判平成元・11・10
民集 43 巻 10 号 1085 頁の最高裁判例
の基礎にある「再審原告適格について
再審開始決定後に再開される原訴訟
手続の当事者適格を基準とする考え
方」を批判的に考察して、人事訴訟・
会社訴訟における再審原告適格につ
いて原訴訟において当事者適格を有
し（え）ない第三者の再審原告適格を
有することは本訴訟の当事者（被告）
適格と再審の訴えにおける再審当事
者（原告）適格の問題上の違いに基づ
き可能であること、具体的には、検察
官を被告とする死後認知訴訟や会社
組織関係訴訟において、原告の提訴の
際の訴訟政策上の便宜を考慮して検
察官や会社を被告として法定するこ
とは理にかなっているが、再審原告適
格においては、詐害的な訴訟追行をし
た（または真剣な訴訟追行をしなかっ
た）検察官や会社を被告とする必要は
なく、原訴訟において実質的な紛争主
体たる第三者が再原告適格を有すべ
きことを明らかにする形で、再審原告
適格と原訴訟の被告適格の関係をそ
の理論的基礎にまで掘り下げて論じ
た論文を発表した。 
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